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交野市職員自主政策研究グループ活動支援要綱  

 

（趣  旨）  

第 1 条  この要綱は、複数の職員で構成される政策研究グループ（以下「グル

ープ」という。）に対する研究活動への支援等について必要な事項を定めるも

のとする。  

 

（目  的）  

第 2 条  本市の現況や今後予測される行政課題など市政に関する事項について、

自主的に共同して調査研究を行う職員のグループ活動を支援し、市行財政運

営の改善および向上に努めるとともに職員の自己啓発意欲の向上を図ること

を目的とする。  

 

（活動の範囲）  

第 3 条  グループ活動の対象項目は、次の各号に揚げる事項とし、計画的およ

び継続的に行われるものとする。  

(1) 市の行政事務運営の簡素化・効率化に関する事項  

(2) 市が実施すべき新たな施策に関する事項  

(3) その他、市行政の推進に関して参考となる事項  

 

（支援を受ける要件）  

第 4 条  調査研究活動をしようとするグループは、次の各号に掲げる要件を備

えていなければならない。ただし、市長が特に認めたときは、この限りでな

い。  

(1) 5 人以上の職員で構成されていること。  

(2) 活動期間は当該年度内とし、活動時間は勤務時間外を原則とする。  

(3) 希望する職員が自由にグループに加入できる。  

 

(グループの承認 ) 

第 5 条  前条に掲げるグループの代表者は、研究調査テーマ、活動内容、グル
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ープの構成員氏名等を記載した申請書（様式第 1 号）を企画財政部政策企画

課（以下、「政策企画課」という。）を経由し市長の承認を受けなければなら

ない。  

2 前項の申請があったときは、市長はその内容を審査し承認の可否を決定のう

え、その結果を申請のあった研究グループの代表者に通知するとともに、公

表するものとする。  

 

 (支援の内容 ) 

第 6 条  グループに対する支援の内容は、次のとおりとする。  

(1) 研究活動に必要な次に掲げる経費について予算の 定める範囲内で支援す

る。  

ア  講師、助言者および指導者に対する謝礼  

イ  図書、資料等の購入費  

ウ  視察、調査活動等に要する旅費  

エ  会場借上料  

オ  その他市長が必要と認める経費  

(2) 担当所管部署は、資料の提供等グループ活動に積極的に協力することとす

る。  

(3) その他研究活動に特に必要と市長が認める支援を行う。  

 

（必要経費の申請）  

第 7 条  グループの代表者は、前条に掲げる支援を受けようとするときは、研

究活動に要する経費の内容、使途、明細、その他必要事項を記載した申請書

（様式第 2 号）を市長に提出しなければならない。  

 

（研究報告書）  

第 8 条  支援を受けたグループは、当該年度の研究活動終了後、速やかに研究

報告書及び実績報告書（様式第 3 号）を市長に提出しなければならない。た

だし、やむを得ない理由により期日までに提出できない場合は、延期申請書

を市長に提出し承認を受けなければならない。  
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2 市長は、研究活動状況を把握するため、必要に応じ、支援を受けたグループ

の代表者に対し、中間報告を求めることができる。  

 

（研究成果の活用）  

第 9 条  市長は、前条の研究報告による研究成果を市政に反映させるよう努め

るものとし、多くの職員がその成果を共有するため幅広く公開することとす

る。  

 

（助成金の返還）  

第 10 条  市長は、経費の支援を受けたグループが研究活動を行なわなかったと

き、正当な理由がなく第８条の研究報告書及び実績報告書を提出しなかった

とき、または、その他市長が不適当と認めるときは、既に交付した費用の全

部または一部を返還させるものとする。  

 

（庶  務）  

第 11 条  この事業の庶務は政策企画課が担当する。  

 

（その他）  

第 12 条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

 

附  則  

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。  

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。  

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

この要綱は、平成３１年２月５日から施行する。  
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様式第 1 号 (第 5 条関係 ) 

 

 

自主政策研究グループ承認申請書  

 

平成   年   月   日  

交  野  市  長   様  

 

代表者氏名  

所  属  

 

交野市職員自主政策研究グループ活動支援要綱第 5 条第 1 項の規定に基づき、

下記のとおり申請します。  

 

記  

 

１．研究グループの設置目的  

２．設置年月日  

３．研究調査テーマ（研究課題）  

４．研究活動計画  

    研究期間：平成   年   月   日  ～     年   月   日  

主な活動内容  

５．方法等  

６．構成員：別添名簿のとおり  
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様式第 2 号 (第 7 条関係 ) 

 

 

自主政策研究グループ支援申請書  

 

平成   年   月   日  

 交  野  市  長   様  

   

代表者氏名  

所  属  

 

交野市職員自主政策研究グループ活動支援要綱第 7 条第 1 項の規定に基づき、

下記のとおり関係書類を添えて申請します。  

 

記  

 

１．交付申請額    金        円  

２．研究調査テーマ（研究課題）  

３．その必要性（現状と課題）  

４．研究活動に要する経費の内容、支出明細  

費目、金額、摘要（経費使途明細等）  
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様式第 3 号 (第 8 条関係 ) 

 

 

自主政策研究グループ活動実績報告書  

 

平成   年   月   日  

 

交  野  市  長  様  

   

代表者氏名  

所  属  

 

交野市職員自主政策研究グループ活動支援要綱第 8 条第 1 項の規定に基づき、

下記のとおり報告します。  

 

記  

 

１．研究調査テーマ（研究課題）  

２．実施時期  

３．主な活動実施内容  

４．研究報告書：別添のとおり  

５．その他：今後の計画等  

 

 

 

 


